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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第126期中 第127期中 第128期中 第126期 第127期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

(1）連結経営指標等          

売上高（千円） 211,521 282,087 411,746 551,795 1,507,608 

経常損失（千円） 92,502 94,800 61,356 156,809 26,913 

中間（当期）純損失（千円） 84,241 85,740 80,923 140,398 23,976 

純資産額（千円） 1,040,179 2,098,251 3,163,059 965,992 2,794,408 

総資産額（千円） 1,234,986 2,304,114 3,616,270 1,182,388 3,145,686 

１株当たり純資産額   18円76銭     29円22銭     44円45銭     17円42銭     39円02銭 

１株当たり中間（当期）純損失

金額 
 １円52銭   １円54銭    １円18銭 ２円53銭   40銭 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 84.2 79.2 87.5 81.7 83.3 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△97,883 △74,697 △516,009 △160,044 127,820 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△50,628 △16,755 △116,093 △5,670 △1,141,678 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△20 1,217,999 449,574 △117 1,852,392 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
650,986 1,760,233 1,289,691 633,686 1,472,220 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数）

（人） 

32 

(11) 

37 

(12) 

47 

(18) 

34 

(11) 

46 

(11) 

 



 （注）１．売上高には、消費税等が含まれておりません。 

２．提出会社の第126期中、第126期及び第128期中における潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

については、１株当たり中間(当期）純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．提出会社の第127期中における潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり中間純損失を計上しているため記載しておりません。 

４．第127期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回次 第126期中 第127期中 第128期中 第126期 第127期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等          

売上高（千円） 211,521 282,087 402,613 551,795 1,506,712 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△78,252 △88,608 △7,865 △138,844 3,258 

中間（当期）純損失（△）又は

当期純利益（千円） 
△75,415 △78,453 △26,070 △136,735 6,163 

資本金（千円） 2,070,225 2,546,225 3,224,825 2,070,225 2,912,825 

発行済株式総数（千株） 55,477 62,477 71,177 55,477 67,177 

純資産額（千円） 983,101 2,061,230 3,203,744 921,684 2,780,240 

総資産額（千円） 1,147,914 2,249,673 3,613,453 1,137,110 3,098,018 

１株当たり純資産額   17円73銭   28円63銭   45円03銭  16円62銭  38円81銭 

１株当たり中間（当期）純損失

金額（△）又は１株当たり当期

純利益金額 

  △１円36銭 △１円41銭    △38銭 △２円47銭     10銭 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － －     10銭 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 85.6 79.5 88.7 81.1 84.1 

従業員数 

（ほか、平均臨時雇用者数）

（人） 

15 

(1) 

19 

(1) 

19 

(1) 

16 

(1) 

21 

(1) 



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（エコナック株式会社）及び関係会社４社により構成されてお

り、刺繍レースと化粧品製造販売及び不動産の売買・賃貸・仲介、駐車場運営を主たる業務としておりますが、当中

間連結会計期間より、子会社の株式会社エレナにおいて、サプリメント・ダイエット商品、家電製品等のインターネ

ット販売を新たに開始いたしました。 

  なお、これによる主要な関係会社の異動はありません。 

 これにともない、当中間連結会計期間から、事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については

「第５ 経理の状況  １ 中間連結財務諸表等  （１） 中間連結財務諸表  注記事項  （セグメント情報）」に記載

のとおりであります。 

  事業系統図は、次のとおりであります。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１．従業員数の区分の方法は、事業の種類別セグメントと同一であります。 

２．従業員数は就業人員であり、（  ）書は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員を外数で表示

しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（  ）書は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員を外数で表示して

おります。 

２．従業員数が前期末に比べ２名減少しておりますが、これは連結子会社への出向と退職によるものでありま

す。 

(3）労働組合の状況 

 特記すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 レース 化粧品 不動産 その他 全社（共通） 計 

従業員数（人） 
10 

(4) 

22 

(14) 

1 

－  

5 

－  

9 

－  

47 

(18) 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 
19 

(1) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資の増加、雇用環境の改善による景気回復基調ではある

ものの、一方では原油価格の高騰により先行き不透明な状況が続いております。 

  このような経営環境のもと、当社グループのレース事業におきましては、昨年はレース服地がファッショントレン

ドに乗り比較的好調に推移しておりましたが、今年に入りその反動のためレース市場は冷え込み、当中間連結会計期

間においても近年にない厳しい市況のまま推移する中、猛暑の要因も加わり、盛夏物に続き秋冬物においても受注が

減少し、前年同期売上高を大幅に下回りました。 

  一方、化粧品事業におきましては、子会社である株式会社ラフィネの化粧品工場を平成19年４月に滋賀県草津市に

移転し、５月から操業を開始いたしました。その間移転による生産及び売上に影響が発生するという不利な条件の中

でスタートを切りましたが、新規採用の従業員のスキルアップを図るなど、全社一丸となって生産の調整、安定化に

努力いたしました。営業面におきましては、大口受注先の開拓を積極的に行い、化粧品事業の当中間連結会計期間の

売上高は前年同期を大幅に上回ることができました。また、平成19年７月には当社オリジナルブランド商品である

「エコナージュシリーズ」の販売にも着手することができました。 

  不動産事業におきましては、新宿の駐車場及び西麻布ビルのテナント収益が着実に実績を上げ売上を確保すること

ができました。また、新株予約権の行使による資金調達により販売用不動産物件を購入いたしましたが、売却による

売上計上には至りませんでした。 

  なお、新株予約権につきましては、所期の事業計画に沿った資金調達を充足いたしましたので未行使の新株予約権

430個は、平成19年８月31日付で当社と新株予約権者との合意により、金銭を対価として当該新株予約権を当社が取

得し消却を行いました。 

  次に、平成18年10月から営業活動を再開した子会社である株式会社エレナにつきましては、平成19年７月に本社を

東京都千代田区外神田に移転し、新規事業としてインターネット販売事業を開始する準備を進め、９月にＷｅｂ  

Ｓｈｏｐ ｅｌｅｎｏａｈ（ウェブショップ エレノア）を開設し、当社オリジナルブランド化粧品「エコナージュ

シリーズ」をはじめ、サプリメント・ダイエット商品及び家電製品等のインターネット販売を開始いたしました。 

  以上の結果、当中間連結会計期間の当社グループの売上高は411,746千円（前年同期比46.0％の増収）となりまし

た。損益面におきましては、株式会社ラフィネの工場移転費用及び株式会社エレナのインターネット販売事業の開始

費用の計上等により、経常損失は61,356千円（前年同期経常損失94,800千円）となり、特別損失として当社グループ

が所有する湖北日本レース株式会社の工場の土地について減損損失を計上いたしましたので、中間純損失は80,923千

円（前年同期中間純損失85,740千円）となりました。 

  

①  事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

＜レース＞ 

  当事業では、女性向けアウターウェア用刺繍レースの製造販売を中心に営業活動を展開しておりますが、当中間連

結会計期間におきまして、盛夏物といたしましては、ドットストライプＡＯレース、レースオンレース等の別注商品

を中心として、秋冬物はキルティングレースを中心に受注いたしました。また、厳しい市場環境の中にあって、来春

夏物企画における綿レース等の企画定番商品のサンプルを例年より早く作成し、販促活動を行い、迅速な対応に努め

るなどの営業活動を展開いたしました。売上につきましては、レース服地がファッショントレンドから大きく外れる

という環境の中、盛夏物に続き、秋冬物につきましても、７月から９月にかけての猛暑により、繊維製品の動きが鈍

化し、一般アパレル向けの受注が極端に少ない状況で推移いたしました。 

  その結果、当事業の売上高は62,320千円（前年同期比51.6％の減収）となりました。 

＜化粧品＞ 

  子会社である株式会社ラフィネが化粧品及び医薬部外品のＯＥＭ製造を行い、当社が販売を行う当事業では、新化

粧品工場の完成に伴い、生産管理・品質管理体制の強化、安全衛生管理の徹底、従業員のスキルアップにより製造の

安定化に取り組みました。商品といたしましては、洗顔料、化粧石鹸、クリーム、シャンプー、リンス、美容液、化

粧水、歯磨、育毛剤、ファンデーション、業務用頭髪関係商品等をインターネット販売、通信販売、会員向け販売、

理美容業界向け、ドラッグストア、配置薬業界、エステサロン等に出荷いたしました。なかでも新商品の「すっごい

クレンジング」、「すっごい泡せっけん」はインターネット販売向け取引先に出荷し売上に大きく貢献いたしまし

た。 

  また、当社オリジナルブランド商品として「エコナージュシリーズ」を開発し、18種類のアミノ酸を含有する保湿

成分「アミノＣＰ-１８」を配合したスキンケア商品の「カロソープＳ」（洗顔石鹸）、「カロローションＳ」（化

粧水）、「カロエッセンスＳ」（美容液）を新発売し、今後の販路拡大に向けて取り組みを開始いたしました。 

  その結果、当事業の売上高は195,542千円（前年同期比37.0％の増収）と伸張させることができました。 



＜不動産＞ 

  昨年７月から開始いたしました不動産事業におきましては、駐車場（東京都新宿区歌舞伎町）の運営収入及び西麻

布ビル（東京都港区西麻布）のテナント収入が着実に実績を上げ収益に貢献いたしました。また、販売用不動産とし

て３物件を購入いたしましたが、売却による売上計上には至りませんでした。 

  その結果、当事業の売上高は153,738千円（前年同期売上高10,433千円）となりました。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

②  所在地別セグメントの業績は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載し  

      ておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ、

182,529千円減少し、当中間連結会計期間末残高は1,289,691千円となりました。 

当中間連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、516,009千円（前年同期は74,697千円）となりました。これは、税金等調整前

中間純損失を91,354千円（前年同期は83,634千円）計上し、たな卸資産が603,563千円増加したことなどによるも

のであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、116,093千円（前年同期は16,755千円）となりました。主に固定資産の取得に

90,152千円使用したこと及び差入保証金の支出として26,140千円使用したものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、449,574千円（前年同期は1,217,999千円）となりました。これは、主に新株予

約権の行使における資金を受け入れたことによるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績等 

 当中間連結会計期間における生産実績等を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(イ)生産実績 

 （注）１．レースは、当社の加工指図により関係会社湖北日本レース㈱が生産したものであります。 

２．化粧品は、当社の加工指図により関係会社㈱ラフィネが生産したものであります。 

３．上記の金額は、生産価格によって表示しております。 

４．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。 

(ロ)仕入実績 

 （注）１．レースは、当社の加工指図により生産したものを、外注業者から仕入しております。 

２．化粧品は、化粧品・雑貨等を外注業者から仕入しております。 

３．不動産は、土地、建物を所有者から仕入しております。 

４．その他は、家電製品等を外注業者から仕入しております。 

５．上記の金額は、仕入価格によって表示しております。 

６．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等が含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同期比（％） 

レース 22,046 90.9 

化粧品 144,064 172.8 

計 166,111 154.3 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

レース 54,812 54.6 

化粧品 17,292 572.8 

不動産 623,213 － 

その他 4,393 － 

計 699,712 676.8 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

レース 55,340 60.7 5,140 39.1 

化粧品 195,792 125.2 17,300 45.1 

不動産 153,738 － － － 

その他 144 － － － 

計 405,587 163.9 22,440 43.6 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

３【対処すべき課題】 

  当社グループのレース事業を取り巻く環境におきましては、市場がレース離れの傾向にあって非常に厳しい状況

の中、企画商品を中心に新規取引先の開拓を行い、企画・提案を積極的に行い、また当社の長い歴史の中で所有す

る豊富なレースサンプルを活かして取引先のオリジナル企画として高級志向のレースを商品化するなど販路を開拓

してまいります。 

  化粧品事業におきましては、営業力及び生産体制の強化により既存取引先のシェアの拡大及び新規取引先の拡大

を目指してまいります。 

  不動産事業におきましては、駐車場の稼働率の向上と西麻布ビルの賃貸により引き続き安定した収入を確保し、

販売用不動産物件につきましても当中間連結会計期間において確保しておりますので、今後も着実に全社的収益に

貢献していくものと確信いたしております。 

  なお、本年９月から開始した子会社の株式会社エレナにおけるインターネット販売事業におきましては、顧客ニ

ーズの対応とサービスの向上により着実に事業規模を拡大し収益に貢献できる事業として早期確立を目指してまい

ります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％） 

レース 62,320 48.3 

化粧品 195,542 137.1 

不動産 153,738 － 

その他 144 － 

計 411,746 146.0 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

㈱リマックスジャパン 24,217 1.6 50,576 12.6 

吉忠東京ロマン㈱ 31,162 11.0 9,170 2.2 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末において計画しておりました化粧品製造設備は、計画のとおり平成19年４月に完成し、稼働して

おります。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 当中間会計期間において新株予約権の買入消却を行った結果、当中間会計期間末の残高はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株予約権の行使による増加であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数  （株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 71,177,466 71,177,466 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

株主として権利

内容に制限のな

い、標準となる

株式 

計 71,177,466 71,177,466 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年４月１日～

平成19年９月30日 
4,000 71,177 312,000 3,224,825 312,000 1,147,600 



(5）【大株主の状況】 

 （注）木村澄子、有限会社ＮＡＣ、有限会社ＹＯＣ、株式会社ＢＥＣ及びその共同保有者である株式会社トーテムか

ら、平成19年８月28日付で大量保有変更報告書が提出されておりますが、当社として当中間会計期間末時点にお

ける実質所有株数の確認ができないため、平成19年９月30日現在の株主名簿に基づき記載しております。その大

量保有変更報告書の内容は次のとおりであります。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社トーテム 東京都港区南青山７丁目８-４ 7,553 10.61 

株式会社ケプラム 東京都新宿区歌舞伎町１丁目１-４ 5,000 7.02 

木村 澄子 広島市中区 3,070 4.31 

有限会社ＮＡＣ 東京都港区南青山７丁目８－４ 2,297 3.23 

株式会社船カンショートコース 千葉県白井市神々廻１９０４－２ 2,000 2.81 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番１０号 1,555 2.18 

有限会社ＭＢＬ 東京都港区南麻布一丁目６番３１－１０１号 1,500 2.11 

有限会社ＹＯＣ 東京都千代田区一番町２０－６－２０３ 1,500 2.11 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 1,380 1.94 

株式会社ＢＥＣ 東京都港区南麻布１丁目６－３１－１０３ 1,256 1.76 

計 － 27,111 38.09 

氏名又は名称 保有株券等の数（株） 
発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％） 

木村澄子 3,804,000 5.34 

有限会社ＮＡＣ 2,447,000 3.44 

有限会社ＹＯＣ 1,643,000 2.31 

株式会社ＢＥＣ 1,388,000 1.95 

株式会社広共 1,885,000 2.65 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が58,000株含まれております。 

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権に係る議決権の数58個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ 

株主として権利内容に

制限のない、標準とな

る株式 普通株式 23,000

完全議決権株式（その他） 普通株式  71,109,000 71,051 同上 

単元未満株式 普通株式 45,466 － 同上 

発行済株式総数 71,177,466 － － 

総株主の議決権 － 71,051 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

（自己保有株式） 

エコナック株式会社 

東京都中央区日本橋堀留

町１丁目７番７号 
23,000 － 23,000 0.03 

計 － 23,000 － 23,000 0.03 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 191 174 170 164 149 133 

低（円） 159 135 147 143 117 99 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、公認会計士藤井幸雄氏及び公認会計士土岐剛平氏により中間監査を受けております。 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財

務諸表について、フロンティア監査法人により中間監査を受けております。 

当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第127期中（連結・個別） 公認会計士藤井幸雄氏並びに公認会計士土岐剛平氏 

第128期中（連結・個別） フロンティア監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     1,760,233     1,289,691     1,472,220  

２．受取手形及び売掛
金 

※
５    143,825     126,910     162,772  

３．たな卸資産     51,545     649,808     46,244  

４．その他 
※
６    11,523     27,622     12,414  

５．貸倒引当金     △7,406     △9,038     △12,058  

流動資産合計     1,959,720 85.1   2,084,993 57.7   1,681,592 53.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 
※
２                   

(1) 建物及び構築物 
※
３  

36,277     92,378     80,384    

(2) 機械装置及び運
搬具 

  18,117     76,052     20,164    

(3) 土地 
※
４  

220,828     1,247,134     1,272,581    

(4) その他   7,144 282,367   19,297 1,434,862   23,239 1,396,369  

２．無形固定資産     2,825     10,237     4,265  

３．投資その他の資産                    

(1) 投資有価証券   47,713     48,696     50,669    

(2) 破産債権、再生
債権、更生債権
等 

  1,696     3,348     2,479    

(3) その他   11,466     37,479     12,789    

(4) 貸倒引当金   △1,676 59,200   △3,348 86,176   △2,479 63,458  

固定資産合計     344,393 14.9   1,531,277 42.3   1,464,094 46.5 

資産合計     2,304,114 100.0   3,616,270 100.0   3,145,686 100.0 

                     

 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金     23,376     170,232     33,744  

２．未払金     45,475     44,539     41,423  

３．未払法人税等     4,890     5,893     9,927  

４．賞与引当金     5,159     7,036     5,855  

５．繰延税金負債     3,486     －     1,743  

６．その他     16,635     25,568     40,230  

流動負債合計     99,022 4.3   253,270 7.0   132,923 4.2 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金     31,566     18,293     25,044  

２．再評価に係る繰延
税金負債 

    74,750     64,444     74,750  

３．その他     525     117,204     118,560  

固定負債合計     106,841 4.6   199,941 5.5   218,355 6.9 

負債合計     205,863 8.9   453,211 12.5   351,278 11.2 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １．資本金     2,546,225 110.5   3,224,825 89.2   2,912,825 92.6 

 ２．資本剰余金     469,000 20.4   1,147,600 31.7   835,600 26.6 

 ３．利益剰余金     △1,298,320 △56.3   △1,302,338 △36.0   △1,236,556 △39.3 

 ４．自己株式     △1,472 △0.1   △1,704 △0.0   △1,579 △0.1 

  株主資本合計     1,715,432 74.5   3,068,382 84.9   2,510,290 79.8 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

 １．土地再評価差額金     109,818 4.8   94,677 2.6   109,818 3.5 

評価・換算差額等合

計 
    109,818 4.8   94,677 2.6   109,818 3.5 

Ⅲ 新株予約権     273,000 11.8   － －   174,300 5.5 

純資産合計     2,098,251 91.1   3,163,059 87.5   2,794,408 88.8 

負債純資産合計     2,304,114 100.0   3,616,270 100.0   3,145,686 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     282,087 100.0   411,746 100.0   1,507,608 100.0 

Ⅱ 売上原価     198,384 70.3   256,208 62.2   1,162,940 77.1 

売上総利益     83,703 29.7   155,537 37.8   344,667 22.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   170,779 60.5   218,105 53.0   366,457 24.3 

営業損失     87,075 △30.9   62,567 △15.2   21,789 △1.4 

Ⅳ 営業外収益                    

 １. 受取利息   －     1,224     403    

 ２. 受取配当金   －     86     122    

 ３. 受取利息及び配当
金 

  95     －     －    

 ４. 仕入割引   1,113     976     2,084    

５．有償見本   1,949     1,546     7,455    

６．受取手数料   2,306     1,795     3,762    

７．その他   1,393 6,857 2.4 3,566 9,195 2.2 5,841 19,670 1.3 

Ⅴ 営業外費用                    

１．株式交付費   11,325     5,422     17,269    

２．投資事業組合損失   1,786     1,972     －    

３．その他   1,470 14,582 5.2 589 7,984 1.9 7,525 24,795 1.6 

経常損失     94,800 △33.6   61,356 △14.9   26,913 △1.8 

Ⅵ 特別利益                    

１．貸倒引当金戻入益   13,924 13,924 4.9 3,020 3,020 0.7 8,469 8,469 0.6

Ⅶ 特別損失                    

１. 固定資産除却損 ※２ 358     1,300     454    

２. 損害賠償金 ※３ 488     2,738     974    

３．事業所移転損失 ※４ 1,911     3,389     1,911    

４．減損損失 ※５ －     25,447     －    

５．その他   － 2,758 1.0 103 32,978 8.0 － 3,340 0.2 

税金等調整前中間
（当期）純損失 

    83,634 △29.6   91,314 △22.2   21,785 △1.4 

法人税、住民税及び
事業税 

  △63     1,657     1,764    

法人税等調整額   2,169 2,106 0.7 △12,049 △10,391 △2.5 426 2,191 0.1 

中間（当期）純損失     85,740 △30.4   80,923 △19.7   23,976 △1.6 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）                    

 （単位：千円）

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （単位：千円）

 

 株主資本 
評価・換算 

 差額等 

新株予約権 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本合

計

土地再評価 

 差額金 

平成18年３月31日 残高   2,070,225 － △1,212,579 △1,471 856,174 109,818 － 965,992 

中間連結会計期間中の変動額                

新株の発行 476,000 469,000 － － 945,000 － － 945,000 

中間純損失 － － △85,740 － △85,740 － － △85,740 

自己株式の取得 － － － △0 △0 － － △0 

新株予約権の発行 － － － － － － 273,000 273,000 

中間連結会計期間中の変動額合

計 
476,000 469,000 △85,740 △0 859,258 － 273,000 1,132,258 

平成18年９月30日 残高 2,546,225 469,000 △1,298,320 △1,472 1,715,432 109,818 273,000 2,098,251 

 

 株主資本 
評価・換算 

 差額等 

新株予約権 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本合

計

土地再評価 

 差額金 

平成19年３月31日 残高   2,912,825 835,600 △1,236,556 △1,579 2,510,290 109,818 174,300 2,794,408 

中間連結会計期間中の変動額                

新株の発行(新株予約権の行

使) 
312,000 312,000 － － 624,000 － △84,000 540,000 

中間純損失 － － △80,923 － △80,923 － － △80,923 

自己株式の取得 － － － △125 △125 － － △125 

土地再評価差額金取崩額 － － 15,140 － 15,140 △15,140 － － 

新株予約権の買入消却 － － － － － － △90,300 △90,300 

中間連結会計期間中の変動額合

計 
312,000 312,000 △65,782 △125 558,091 △15,140 △174,300 368,650 

平成19年９月30日 残高 3,224,825 1,147,600 △1,302,338 △1,704 3,068,382 94,677 － 3,163,059 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （単位：千円）

 

 株主資本 
評価・換算 

 差額等 

新株予約権 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本合

計

土地再評価 

 差額金 

平成18年３月31日 残高   2,070,225 － △1,212,579 △1,471 856,174 109,818 － 965,992 

連結会計年度中の変動額                

新株の発行(第三者割当増資) 476,000 469,000 － － 945,000 － － 945,000 

新株の発行(新株予約権の行

使) 
366,600 366,600 － － 733,200 － △98,700 634,500 

当期純損失 － － △23,976 － △23,976 － － △23,976 

自己株式の取得 － － － △107 △107 － － △107 

新株予約権の発行 － － － － － － 273,000 273,000 

連結会計年度中の変動額合計 842,600 835,600 △23,976 △107 1,654,115 － 174,300 1,828,415 

平成19年３月31日 残高 2,912,825 835,600 △1,236,556 △1,579 2,510,290 109,818 174,300 2,794,408 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結キャッシ
ュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

１．税金等調整前中間（当期）純損失 △83,634 △91,314 △21,785

２．減損損失 － 25,447 －

３．減価償却費 3,848 18,824 10,415

４．貸倒引当金の減少額 △13,891 △3,020 △9,218

５．賞与引当金の増加額（△減少額） △79 1,181 616

６．退職給付引当金の減少額 △6,266 △6,751 △12,788

７．受取利息及び受取配当金 △95 △1,310 △525

８．長期前払費用償却 － 1,250 －

９. 投資事業組合損失(△利益) 1,786 1,972 △1,169

10. 損害賠償金 488 488 974

11．有形固定資産除却損 358 1,300 454

12．保証債務の増加額（△減少額） △19 － 32

13．売上債権の減少額 56,842 50,900 30,562

14．たな卸資産の増加額 △12,705 △603,563 △7,404

15．仕入債務の増加額(△減少額) △33,209 125,121 △19,179

16．未払消費税等の増加額（△減少額） 323 △7,697 5,448

17．未収消費税等の減少額（△増加額） △887 △8,192 753

18．預り保証金の増加額（△減少額） － △1,356 118,770

19．その他の資産の増加額 △404 △7,258 △1,701

20．その他の負債の増加額（△減少額） 15,602 △9,864 36,058

小  計 △71,943 △513,845 130,314

21．利息及び配当金の受取額 95 1,052 465

22．法人税等の還付額 － 100 155

23．法人税等の支払額 △2,850 △3,317 △3,115

営業活動によるキャッシュ・フロー △74,697 △516,009 127,820

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

１．有形固定資産の取得による支出 △15,403 △83,737 △1,137,174

２．無形固定資産の取得による支出 － △6,415 △1,830

３. 差入保証金による支出 △1,404 △26,140 △2,654

４. 差入保証金の返還による収入 52 200 52

５．その他の投資による支出 － － △72

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,755 △116,093 △1,141,678

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

１．株式の発行による収入 945,000 540,000 1,579,500

２．新株予約権の発行による収入 273,000 － 273,000

３．新株予約権の買入消却による支出 － △90,300 －

４．自己株式の取得による支出 △0 △125 △107

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,217,999 449,574 1,852,392

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 1,126,547 △182,529 838,534

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 633,686 1,472,220 633,686

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残
高 

 ※ 1,760,233 1,289,691 1,472,220

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

子会社のすべて、湖北日本レー

ス㈱、㈱エレナ、㈱ラフィネ及

びネスティー㈱の４社を連結の

範囲に含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

 同左 

１．連結の範囲に関する事項 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社における決算日は、

ネスティー㈱の３月31日を除き

他はすべて９月30日でありま

す。中間連結財務諸表の作成に

あたっては、他の３社すべてに

ついて中間連結決算日現在の財

務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

すべての連結子会社の中間決算

日の末日は、中間連結決算日と

一致しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致し

ております。  

 なお、株式会社ラフィネ、湖

北日本レース株式会社、株式会

社エレナの３社は、連結財務諸

表提出会社の連結決算日に合わ

せるために、事業年度の変更を

しており、事業年度の月数は６

ヶ月となっております。  

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

①有価証券 

その他有価証券 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券と

みなされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

時価のないもの 

    同左 

時価のないもの 

    同左 

②たな卸資産 

商品・製品 

総平均法による原価法 

②たな卸資産 

商品・製品 

同左 

②たな卸資産 

製品 

同左 

仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

原材料 

移動平均法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 
  販売用不動産 

個別法による原価法 

販売用不動産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ①有形固定資産  定率法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ①有形固定資産  同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産  同左 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。 

主な耐用年数は次の通り 

建物及び構築物   ８～40年 

機械装置及び運搬具 

３～14年 

工具器具及び備品 

４～20年 

同左 

  

 

   

主な耐用年数は次の通り 

建物及び構築物   ８～40年

機械装置及び運搬具 

３～14年 

工具器具及び備品 

３～20年 

同左  

 

 

   

主な耐用年数は次の通り  

建物及び構築物   ８～40年

機械装置及び運搬具 

３～14年 

工具器具及び備品 

４～20年 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

②無形固定資産  定額法 

自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいて償

却しております。 

②無形固定資産  同左 

同左 

②無形固定資産  同左 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績繰入率により、貸倒懸念

債権及び破産債権、再生債

権、更生債権その他これらに

準ずる債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき当

中間連結会計期間負担額を計

上しております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）その他の中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。 

  

  

  

②    － 

(5）その他の中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

  

  

なお、連結子会社のうち株

式会社エレナは免税事業者

であります。 

②連結納税制度の適用 

当中間連結会計期間から連

結納税制度を適用しており

ます。 

(5）その他の連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

同左 

  

  

同左 

 

  

②   － 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引出可能な預金

及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資か

らなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,825,251千円であ

ります。 

  中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

   ──────   (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

  当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は2,620,108千円であります。 

  なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

 ―  （固定資産の減価償却方法の変更） 

 当社グループは、法人税法の改正に

伴い、当中間連結会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しておりま

す。 

 これにより、営業損失、経常損失及

び税金等調整前中間純損失はそれぞれ

2,369千円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 ― 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「有償見本」及び「受取手数

料」は、営業外収益の総額の100分の10を超えておりまし

たので、その重要性に鑑み、当中間連結会計期間より区

分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間における「有償見本」及び

「受取手数料」の金額は3,159千円、2,357千円でありま

す。 

 前中間連結会計期間まで営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「投資事業組合損失」は、営業

外費用の総額の100分の10を超えておりましたので、その

重要性に鑑み、当中間連結会計期間より区分掲記してお

ります。 

 なお、前中間連結会計期間における「投資事業組合損

失」の金額は999千円であります。 

 前中間連結会計期間における営業外収益の「受取利息

及び配当金」は、「受取利息」が営業外収益の総額の100

分の10超となったため、当中間連結会計期間より区分掲

記しております。 

 なお、前中間連結会計期間における「受取利息」の金

額は8千円であります。 

  

  

  

  

  

  

― 

  

  

  

  

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「保証債務の増

加額（△減少額）」は、当中間連結会計期間において金

額的重要性が乏しくなったため「その他の負債の増加額

（△減少額）」に含めて表示しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他の負債の増加額

（△減少額）」に含まれている「保証債務の増加額（△

減少額）」金額は△53千円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―  当社グループは、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計年

度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。 

 この結果、従来の方法に比べ、営業

損失、経常損失及び税金等調整前中間

純損失がそれぞれ681千円増加してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

 １．受取手形裏書譲渡高は20,509

千円であります。 

 １．受取手形裏書譲渡高は12,804

千円であります。 

 １．受取手形裏書譲渡高は27,842

千円であります。 

※２．有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は362,460

千円であります。 

※２．有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は370,517千

円であります。 

※２．有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額は366,991千

円であります。 

※３．建物及び構築物のうち、遊休

資産が648千円含まれておりま

す。 

※３．建物及び構築物のうち、遊休

資産が583千円含まれておりま

す。 

※３．建物及び構築物のうち、遊休

資産が648千円含まれておりま

す。 

※４．土地のうち、遊休資産が14,758

千円含まれております。 

※４．土地のうち、遊休資産が14,758

千円含まれております。 

※４．土地のうち、遊休資産が14,758

千円含まれております。 

※５. 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。 

 なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。 

 受取手形 3,727千円 

※５. 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。 

 なお、当中間連結会計期間

末日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれてお

ります。 

 受取手形 2,208千円 

※５．連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

  なお、当連結会計年度末日

が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形が、連結会計年度末残

高に含まれております。 

 受取手形 2,432千円 

※６．消費税等に係る表示 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ金額的重要

性が乏しいため流動資産の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※６．消費税等に係る表示 

 同左 

※６．     ― 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通

りであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通

りであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通

りであります。 

１．給料手当 45,730千円

２．諸会費・手数

料 
30,426 

３．退職給付引当

金繰入額 
2,480 

   

１．給料手当 58,411千円

２．役員報酬 32,100 

３．諸会費・手数

料 

33,197 

４．退職給付引当

金繰入額 
2,068 

５．賞与引当金繰

入額 
5,151 

６．貸倒引当金繰

入額 
869 

１．給料手当 96,265千円

２．役員報酬 60,135 

３．諸会費・手数

料 
64,424 

４．厚生費 33,355 

５．退職給付引当

金繰入額 
4,732 

６．賞与引当金繰

入額 
5,855 

※２．使用不能となった建物及び付

属設備、工具器具及び備品を

除却したものであります。 

※２．使用不能となった建物及び付

属設備、工具器具及び備品を

除却したものであります。 

※２．使用不能となった建物及び構

築物、機械装置及び運搬具、

工具器具及び備品を除却した

ものであります。 

※３．ネスティー㈱に対する訴訟の

判決による損害賠償金であり

ます。 

※３．ネスティー㈱に対する訴訟の

判決による損害賠償金、及び

㈱ラフィネの原料損失による

支払額であります。 

※３．ネスティー㈱に対する訴訟の

判決による損害賠償金であり

ます。 

※４．滋賀県大津市堅田の賃貸借契

約解約により発生した移転費

用であります。 

※４．滋賀県大津市堅田の賃貸借契

約解約により発生した移転費

用であります。 

※４．滋賀県大津市堅田の賃貸借契

約解約により発生した移転費

用であります。 

 ※５．     ―  ※５．減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは滋賀県東

浅井郡湖北町の土地について

減損損失を計上しておりま

す。 

これは、当社事業グループに

おいて事業の種類別にセグメ

ントによるグルーピングを行

い、レース事業における予想

しえない市況の変化に伴う業

況の低下により同事業部にお

ける資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失25,447

千円として特別損失に計上し

たものであります。 

なお、回収可能価額は鑑定評

価額を基にした正味売却価額

により測定しております。 

 ※５．     ― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加7,000,000株は、新株の発行による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加４株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．平成18年新株予約権の当中間連結会計期間増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

２．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

３．配当に関する事項  

       該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注）１ 55,477,466 7,000,000 － 62,477,466 

合計 55,477,466 7,000,000 － 62,477,466 

 自己株式        

   普通株式 （注）２ 22,289 4 － 22,293 

合計 22,289 4 － 22,293 

区分 新株予約権の内訳 

 新株予約権の  

 目的となる株 

 式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結会計

期間末残高 

（千円） 

 前連結会計 

 年度末  

当中間連結会計

期間増加  

当中間連結会計

期間減少  

当中間連結会計

期間末  

 提出会社 

（親会社） 
 平成18年新株予約権（注)１   普通株式 － 13,000,000 － 13,000,000 273,000 

 連結子会社  －  － － － － － － 

 合計  － － 13,000,000 － 13,000,000 273,000 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加4,000,000株は、新株予約権の行使に伴う新株の発行による増加でありま

す。 

２．普通株式の自己株式の増加952株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数の当中間連結会計期間減少は、新株予約権の行使4,000,000株及び新株予約

権の買入消却4,300,000株によるものであります。 

３．配当に関する事項  

       該当事項はありません。 

  

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注）１ 67,177,466 4,000,000 － 71,177,466 

合計 67,177,466 4,000,000 － 71,177,466 

 自己株式        

   普通株式 （注）２ 22,911 952 － 23,863 

合計 22,911 952 － 23,863 

区分 新株予約権の内訳 

 新株予約権の  

 目的となる株 

 式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結会計

期間末残高 

（千円） 

 前連結会計 

 年度末  

当中間連結会計

期間増加  

当中間連結会計

期間減少  

当中間連結会計

期間末  

 提出会社 

（親会社） 
 第１回新株予約権（注)１   普通株式 8,300,000 － 8,300,000 － － 

 連結子会社  －  － － － － － － 

 合計  － 8,300,000 － 8,300,000 － － 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１．当連結会計年度増加株式数は、平成18年9月7日開催の取締役会決議による第三者割当による新株式の発行及

び新株予約権の行使によるものであります。 

２．自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)１．新株予約権の目的となる株式の数の当連結会計年度増加は、平成18年9月7日開催の取締役会決議による新株予

約権の発行によるものであり、減少は新株予約権の権利行使によるものであります。 

２．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

３．配当に関する事項  

       該当事項はありません。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注）１ 55,477,466 11,700,000 － 67,177,466 

合計 55,477,466 11,700,000 － 67,177,466 

 自己株式        

   普通株式 （注）２ 22,289 622 － 22,911 

合計 22,289 622 － 22,911 

区分 新株予約権の内訳 

 新株予約権の  

 目的となる株 

 式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計年度

末残高 

（千円） 

 前連結会計 

 年度末  

当連結会計年度

増加  

当連結会計年度

減少  

 当連結会計 

 年度末  

 提出会社 

（親会社） 

 第１回新株予約権 

（注)１，２ 
  普通株式 － 13,000,000 4,700,000 8,300,000 174,300 

 連結子会社  －  － － － － － － 

 合計  － － 13,000,000 4,700,000 8,300,000 174,300 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金 

  1,760,233千円

現金及び現金同等物 

   1,760,233千円

現金及び預金 

   1,289,691千円

現金及び現金同等物 

   1,289,691千円

現金及び預金 

  1,472,220千円

現金及び現金同等物 

  1,472,220千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年４月１日

至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において、当社グループ

は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４月１

日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）において付与した

ストック・オプションは、ありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース取引は重要性が乏しいた

め、注記を省略しております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

同左 

区分 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

中間連結貸借対照表計上額
（千円） 

中間連結貸借対照表計上額
（千円） 

連結貸借対照表計上額
（千円） 

その他有価証券      

非上場株式 873 873 873 

投資事業有限責任組合への出資 46,840 47,823 49,795 

合計 47,713 48,696 50,669 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

      なお、新規に不動産部門を設立し駐車場の運営を行っております。 

２．各事業の主な製品 

(1）レース：エンブロイダリーレース 

(2）化粧品：基礎化粧品 

(3）不動産：駐車場 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用103,920千円の主なものは、提出会社の総

務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

なお、当中間連結会計期間において新たにインターネットによる小売販売を開始しており、当該事業を「そ

の他」として区分しております。 

２．各事業の主な製品 

(1）レース：エンブロイダリーレース 

(2）化粧品：基礎化粧品、医薬部外品、化粧品雑貨 

(3）不動産：テナントビルの賃貸、不動産の売買・仲介、駐車場の運営（時間貸し） 

(4）その他：家電製品、その他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用97,618千円の主なものは、提出会社の総務

部門等管理部門に係る費用であります。 

 
レース 
（千円） 

化粧品 
（千円） 

不動産 
（千円） 

その他 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社(千円) 

連結 
（千円） 

売上高              

(1）外部顧客に対

する売上高 
128,981 142,672 10,433 － 282,087 － 282,087 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ － － － － － － 

計 128,981 142,672 10,433 － 282,087 － 282,087 

営業費用 137,849 119,131 8,255 5 265,243 103,920 369,163 

営業利益（又は営

業損失） 
(8,868) 23,540 2,177 (5) 16,844 (103,920) (87,075)

 
レース 
（千円） 

化粧品 
（千円） 

不動産 
（千円） 

その他 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社(千円) 

連結 
（千円） 

売上高              

(1）外部顧客に対

する売上高 
62,320 195,542 153,738 144 411,746 － 411,746 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

－ － － － － － － 

計 62,320 195,542 153,738 144 411,746 － 411,746 

営業費用 86,448 234,215 55,916 115 376,695 97,618 474,314 

営業利益（又は営

業損失） 
(24,127) (38,672) 97,821 29 35,050 (97,618) (62,567)



４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社グループは法人税法

の改正に伴い、当中間連結会計期間より平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較し

て、当中間連結会計期間の営業費用は、「レース」が１千円、「化粧品」が2,270千円、「不動産」が94千

円、「その他」が２千円、「消去又は全社」が１千円増加し、営業利益（又は営業損失）が同額減少（又は

増加）しております。 

５．「追加情報」に記載のとおり、当社グループは法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計

期間の営業費用は、「レース」が544千円、「化粧品」が51千円、「消去又は全社」が85千円増加し、営業

利益（又は営業損失）が同額減少（又は増加）しております。 

６．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

      なお、当期に不動産部門を設立し駐車場の運営を始め、テナントの賃貸、不動産売買・仲介を行っておりま

すので当連結会計年度より「不動産」として区分しております。 

２．各事業の主な製品 

(1）レース：エンブロイダリーレース 

(2）化粧品：基礎化粧品、医薬部外品、化粧品雑貨 

(3）不動産：テナントビルの賃貸、不動産の売買・仲介、駐車場の運営（時間貸し） 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用208,183千円の主なものは、当社本社の総

務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．上記の金額には、消費税等が含まれておりません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）におい

て、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）におい

て、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 
レース 
（千円） 

化粧品 
（千円） 

不動産 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社(千円) 

連結 
（千円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 294,802 324,658 888,148 1,507,608 － 1,507,608 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － － 

計 294,802 324,658 888,148 1,507,608 － 1,507,608 

営業費用 295,844 298,897 726,472 1,321,214 208,183 1,529,397 

営業利益（又は営業損失） (1,042) 25,760 161,675 186,393 (208,183) (21,789)



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

      （重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   29円22銭

１株当たり中間純損失金額  １円54銭

１株当たり純資産額   44円45銭

１株当たり中間純損失金額   1円18銭

１株当たり純資産額 39円02銭

１株当たり当期純損失金額    40銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式は存

在するものの、１株当たり中間純損失

を計上しているため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式は存

在するものの、１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純損失   85,740千円 80,923千円        23,976千円 

普通株主に帰属しない金額 － － － 

普通株式に係る中間（当期）

純損失 
           85,740千円           80,923千円              23,976千円 

期中平均株式数            55,569,929株          68,334,518株             59,769,580株 

希薄化効果を有しないため潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の金額に含め

なかった潜在株式の概要 

第１回新株予約権 

(新株予約権の数1,300個） 

－ 第１回新株予約権 

(新株予約権の数1,300個） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  平成18年10月２日に不動産事業にお

いて安定した賃料収入が見込め、将来

の収益力の強化に貢献する物件を狙い

とした不動産売買契約を締結し、引渡

しを受けております。 

その概要は次のとおりであります。 

────── ────── 

①取得資産の内容 

建物（鉄筋コンクリート造７階建

て、地下１階)及び土地  

    

②敷地面積     717.42㎡     

③建物延床面積 1,485.77㎡    

④所在地 

  東京都港区西麻布一丁目７番２号 

   

 これにより建物が47,197千円及び土

地が1,051,752千円増加しておりま

す。また、売上高においては115,740

千円の増加及び営業利益においては

75,290千円の増加を見込んでおりま

す。 

   



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   1,696,065     1,246,294     1,431,854    

２．受取手形 
※
６  

84,175     39,242     57,593    

３．売掛金   57,271     84,872     102,551    

４．たな卸資産   34,939     619,467     23,871    

５. 関係会社短期貸付
金  

  12,000     70,000     12,000    

６．その他 
※
３  

6,868     24,057     7,890    

７．貸倒引当金   △967     △2,781     △5,657    

流動資産合計     1,890,353 84.0   2,081,152 57.6   1,630,104 52.6 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 
※
２                   

(1）建物 
※
４  

34,848     76,212     78,966    

(2）土地 
※
５  

220,828     1,247,134     1,272,581    

(3）その他 
※
４  

15,817     58,352     32,479    

有形固定資産合計   271,494     1,381,700     1,384,027    

２．無形固定資産   2,467     3,441     3,859    

３．投資その他の資産                    

(1）関係会社株式   43,219     43,219     43,219    

(2）関係会社長期貸
付金 

  30,000     72,000     24,000    

(3）破産債権、再生
債権、更生債権
等 

  59,100     60,752     59,883    

(4）その他   12,189     32,127     12,882    

(5）貸倒引当金   △59,151     △60,939     △59,957    

投資その他の資産
合計 

  85,358     147,159     80,027    

固定資産合計     359,320 16.0   1,532,301 42.4   1,467,914 47.4 

資産合計     2,249,673 100.0   3,613,453 100.0   3,098,018 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   34,200     165,275     44,102    

２．未払法人税等   4,624     5,724     9,758    

３．賞与引当金   4,942     6,910     5,638    

４．その他   37,834     31,857     39,924    

流動負債合計     81,602 3.6   209,768 5.8   99,423 3.2 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金   31,566     18,293     25,044    

２．再評価に係る繰延
税金負債 

  74,750     64,444     74,750    

３．その他   525     117,204     118,560    

固定負債合計     106,841 4.8   199,941 5.5   218,355 7.0 

負債合計     188,443 8.4   409,709 11.3   317,778 10.3 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     2,546,225 113.2   3,224,825 89.2   2,912,825 94.0

２．資本剰余金                    

(1) 資本準備金   469,000     1,147,600     835,600    

資本剰余金合計     469,000 20.8   1,147,600 31.8   835,600 27.0

３．利益剰余金                    

(1) その他利益剰余
金 

                   

繰越利益剰余金   △1,335,340     △1,261,653     △1,250,724    

利益剰余金合計     △1,335,340 △59.3   △1,261,653 △34.9   △1,250,724 △40.4

４．自己株式     △1,472 △0.1   △1,704 △0.0   △1,579 △0.1

株主資本合計     1,678,412 74.6   3,109,067 86.1   2,496,122 80.6

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．土地再評価差額金     109,818 4.9   94,677 2.6   109,818 3.5

評価・換算差額等合
計 

    109,818 4.9   94,677 2.6   109,818 3.5

Ⅲ 新株予約権     273,000 12.1   － －   174,300 5.6

純資産合計     2,061,230 91.6   3,203,744 88.7   2,780,240 89.7

負債純資産合計     2,249,673 100.0   3,613,453 100.0   3,098,018 100.0

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     282,087 100.0   402,613 100.0   1,506,712 100.0 

Ⅱ 売上原価     218,503 77.5   259,873 64.5   1,200,321 79.7 

売上総利益     63,583 22.5   142,739 35.5   306,391 20.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    143,002 50.7   144,829 36.0   291,502 19.3 

営業利益又は営業
損失（△） 

    △79,419 △28.2   △2,089 △0.5   14,888 1.0 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息及び配当
金 

  309     2,078     903    

２．受取手数料   1,320     1,500     2,640    

３．固定資産賃貸料   6,000     10,692     12,000    

４．その他   1,365 8,994 3.2 1,411 15,682 3.9 3,021 18,565 1.2

Ⅴ 営業外費用                    

１．貸付資産関連費   6,722     15,896     12,728    

２．株式交付費   11,325     5,422     17,269    

３．その他   136 18,184 6.4 139 21,458 5.4 196 30,195 2.0

経常利益又は経常
損失（△） 

    △88,608 △31.4   △7,865 △2.0   3,258 0.2 

Ⅵ 特別利益                    

１．貸倒引当金戻入益   13,913 13,913 4.9 2,875 2,875 0.7 8,418 8,418 0.6

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損 
※
１  

358     851     454    

２．事業所移転損失 
※
２  

1,911     3,389     1,911    

３．減損損失 
※
３  

－     25,447     －    

４．その他   － 2,269 0.8 209 29,897 7.4 － 2,365 0.2

税引前中間純損失
（△）又は税引前
当期純利益 

    △76,964 △27.3   △34,887 △8.7   9,311 0.6 

法人税、住民税及
び事業税 

  1,488     1,488     3,148    

 法人税等調整額   － 1,488 0.5 △10,306 △8,817 △2.2 － 3,148 0.2 

中間純損失（△）
又は当期純利益 

    △78,453 △27.8   △26,070 △6.5   6,163 0.4 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
 （単位：千円）

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 
 （単位：千円）

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
 （単位：千円）

 

 株主資本 
評価・換算 

 差額等 

新株予約権 純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合

計

土地再評価 

 差額金 資本準備金 

その他 

 利益剰余金 

繰越利益 

 剰余金 

平成18年３月31日 残高   2,070,225 － △1,256,887 △1,471 811,866 109,818 － 921,684 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行 476,000 469,000 － － 945,000 － － 945,000 

中間純損失 － － △78,453 － △78,453 － － △78,453 

自己株式の取得 － － － △0 △0 － － △0 

新株予約権の発行 － － － － － － 273,000 273,000 

中間会計期間中の変動額合計 476,000 469,000 △78,453 △0 866,546 － 273,000 1,139,546 

平成18年９月30日 残高 2,546,225 469,000 △1,335,340 △1,472 1,678,412 109,818 273,000 2,061,230 

 

 株主資本 
評価・換算 

 差額等 

新株予約権 純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合

計

土地再評価 

 差額金 資本準備金 

その他 

 利益剰余金 

繰越利益 

 剰余金 

平成19年３月31日 残高   2,912,825 835,600 △1,250,724 △1,579 2,496,122 109,818 174,300 2,780,240 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行(新株予約権の行

使) 
312,000 312,000 － － 624,000 － △84,000 540,000 

中間純損失 － － △26,070 － △26,070 － － △26,070 

自己株式の取得 － － － △125 △125 － － △125 

土地再評価差額金取崩額 － － 15,140 － 15,140 △15,140 － － 

新株予約権の買入消却 － － － － － － △90,300 △90,300 

中間会計期間中の変動額合計 312,000 312,000 △10,929 △125 612,944 △15,140 △174,300 423,503 

平成19年９月30日 残高 3,224,825 1,147,600 △1,261,653 △1,704 3,109,067 94,677 － 3,203,744 

 

 株主資本 
評価・換算 

 差額等 

新株予約権 純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合

計

土地再評価 

 差額金 資本準備金 

その他 

 利益剰余金 

繰越利益 

 剰余金 

平成18年３月31日 残高   2,070,225 － △1,256,887 △1,471 811,866 109,818 － 921,684 

事業年度中の変動額                

新株の発行(第三者割当増資) 476,000 469,000 － － 945,000 － － 945,000 

新株の発行(新株予約権の行

使) 
366,600 366,600 － － 733,200 － △98,700 634,500 

当期純利益 － － 6,163 － 6,163 － － 6,163 

自己株式の取得 － － － △107 △107 － － △107 

新株予約権の発行 － － － － － － 273,000 273,000 

事業年度中の変動額合計 842,600 835,600 6,163 △107 1,684,256 － 174,300 1,858,556 

平成19年３月31日 残高 2,912,825 835,600 △1,250,724 △1,579 2,496,122 109,818 174,300 2,780,240 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 

商品・製品 総平均法による

原価法 

(2）たな卸資産 

商品・製品 同左 

  

販売用不動産 個別法による  

原価法 

(2）たな卸資産 

製品     同左 

  

販売用不動産 同左 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 定率法 

 

  

  

  

主な耐用年数は次の通り 

建物及び構築物  ８～40年 

機械装置及び運搬具 

３～14年 

工具器具及び備品 ４～20年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 同左 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備を除く。)については、定額

法によっております。  

主な耐用年数は次の通り 

建物及び構築物  ８～40年 

機械装置及び運搬具 

３～14年 

工具器具及び備品 ４～20年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 同左 

同左 

  

  

  

主な耐用年数は次の通り 

建物及び構築物  ８～40年 

機械装置及び運搬具 

３～14年 

工具器具及び備品 ４～20年 

(2）無形固定資産 

定額法 

自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいて償

却しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

同左 

３．繰延資産の処理方法 

  株式交付費 

支出時に全額費用処理 

３．繰延資産の処理方法 

  株式交付費 

同左 

３．繰延資産の処理方法 

  株式交付費 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績繰入率により、貸倒懸念

債権及び破産債権、再生債

権、更生債権その他これらに

準ずる債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき当

中間会計期間負担額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付債務及び年金資

産に基づき、当期末において

発生していると認められる額

を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  ①消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

②   － 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  ①消費税等の会計処理方法 

同左 

  

  

②連結納税制度の適用 

当中間会計期間から連結納税制

度を適用しております。 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  ①消費税等の会計処理方法 

同左 

  

  

②   － 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第8

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,788,230千円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。   

―  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号)を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は2,605,940千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。  

―  （固定資産の減価償却方法の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間会計

期間より、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。 

 これにより、営業損失は4千円増加

し、また経常損失及び税引前中間純損

失はそれぞれ1,064千円増加しており

ます。 

― 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間損益計算書）             ― 

 前中間会計期間まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「受取手数料」及び「固定資産賃貸

料」は、その重要性に鑑み、当中間会計期間より区分掲

記しております。 

 なお、前中間会計期間における「受取手数料」及び

「固定資産賃貸料」の金額は1,320千円、6,060千円であ

ります。 

 また、前中間会計期間まで営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「貸付資産関連費」は、その

重要性に鑑み、当中間会計期間より区分掲記しておりま

す。 

 なお、前中間会計期間における「貸付資産関連費」の

金額は7,459千円であります。 

  

  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

－  法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。 

 この結果、従来の方法に比べ、営業

損失が193千円増加し、また経常損失

及び税引前中間純損失がそれぞれ655

千円増加しております。 

－ 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

 １．受取手形裏書譲渡高 

20,509千円 

 １．受取手形裏書譲渡高 

12,804千円 

 １．受取手形裏書譲渡高 

     27,842千円 

※２．有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額 

      332,984千円 

※２．有形固定資産から直接控除し

た減価償却累計額 

     340,529千円 

※２．有形固定資産から直接控除した

減価償却累計額 

       336,053千円 

※３．消費税等に係る表示 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ金額的重要

性が乏しいため流動資産の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※３．消費税等に係る表示 

同左 

  ３．     ― 

※４．建物のうち、遊休資産が582千

円、その他のうち遊休資産が

65千円含まれております。   

※４．建物のうち、遊休資産が524千

円、その他のうち遊休資産が

59千円含まれております。   

※４．建物のうち、遊休資産が582千

円、構築物のうち遊休資産が65

千円含まれております。   

※５．土地のうち、遊休資産が14,758

千円含まれております。  

※５．土地のうち、遊休資産が14,758

千円含まれております。  

※５．土地のうち、遊休資産が14,758

千円含まれております。  

※６. 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

 受取手形 3,727千円 

※６. 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

 受取手形 2,208千円 

※６．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決

済処理をしております。 

 なお、期末日が金融機関の休

日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれてお

ります。 

 受取手形 2,432千円 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．使用不能となった建物及び付

属設備、工具器具及び備品を

除却したものであります。 

※１．使用不能となった機械及び装

置、工具器具及び備品を除却

したものであります。 

※１．使用不能となった建物、構築

物、機械及び装置、工具器具

及び備品を除却したものであ

ります。  

※２．滋賀県大津市堅田の賃貸借契

約解約により発生した移転費

用であります。 

※２．滋賀県大津市堅田の賃貸借契

約解約により発生した移転費

用であります。 

※２．滋賀県大津市堅田の賃貸借契

約解約により発生した移転費

用であります。 

 ※３．     ―  ※３．減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは滋賀県東

浅井郡湖北町の土地について

減損損失を計上しておりま

す。 

これは、当社事業グループに

おいて事業の種類別にセグメ

ントによるグルーピングを行

い、レース事業における予想

しえない市況の変化に伴う業

況の低下により同事業部にお

ける資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失25,447

千円として特別損失に計上し

たものであります。 

なお、回収可能価額は鑑定評

価額を基にした正味売却価額

により測定しております。 

 ※３．     ― 

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 

有形固定資産   2,003千円

無形固定資産   125千円

有形固定資産 10,799千円

無形固定資産 271千円

有形固定資産    6,718千円

無形固定資産      304千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）、当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成

19年９月30日）及び前事業年度（平成18年４月１日 至平成19年３月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関

連会社株式で時価のあるものはありません。 

  前事業年度末株式数 
当中間会計期間 

増加株式数 

当中間会計期間 

減少株式数 

当中間会計期間末 

株式数 

 普通株式 （注）       22,289株         ４株          －       22,293株 

    合計       22,289株         ４株          －       22,293株 

  前事業年度末株式数 
当中間会計期間 

増加株式数 

当中間会計期間 

減少株式数 

当中間会計期間末 

株式数 

 普通株式 （注）       22,911株         952株           －        23,863株 

    合計       22,911株         952株           －       23,863株 

  前事業年度末株式数 
当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 
当事業年度末株式数 

 普通株式 （注）       22,289株          622株          －        22,911株 

    合計       22,289株          622株          －          22,911株 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース取引は重要性が乏しいた

め、注記を省略しております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

同左 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間純損失金額又は１株当たり当期純利益金額、及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  28円63銭

１株当たり中間純損失金額  １円41銭

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、

潜在株式は存在するものの、１

株当たり中間純損失を計上して

いるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額  45円03銭

１株当たり中間純損失金額     38銭

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、

１株当たり中間純損失であり、

また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 38円81銭

１株当たり当期純利益金額   10銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
  10銭

     

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

１株当たり中間純損失金額

(△)又は１株当たり当期純利

益金額 

     

 中間純損失(△)又は当期純

利益 
△78,453千円 △26,070千円         6,163千円 

 普通株主に帰属しない金額 － － － 

 普通株式に係る中間純損失

(△)又は普通株式に係る当

期純利益 

△78,453千円 △26,070千円          6,163千円 

  期中平均株式数            55,569,929株           68,334,518株            59,769,580株 

       

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 

     

  当期純利益調整額 － － － 

  普通株式増加数 － －            1,007,616株 

 （うち新株予約権） － －         （1,007,616株）

希薄化効果を有しないため潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の金額に含め

なかった潜在株式の概要 

第１回新株予約権 

(新株予約権の数 1,300個） 

－ － 



      （重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  平成18年10月２日に不動産事業にお

いて安定した賃料収入が見込め、将来

の収益力の強化に貢献する物件を狙い

とした不動産売買契約を締結し、引渡

しを受けております。 

その概要は次のとおりであります。 

①取得資産の内容 

建物（鉄筋コンクリート造７階建

て、地下１階)及び土地  

②敷地面積     717.42㎡ 

③建物延床面積 1,485.77㎡ 

④所在地 

  東京都港区西麻布一丁目７番２号 

 これにより建物が47,197千円及び土

地が1,051,752千円増加しておりま

す。また、売上高においては115,740

千円の増加及び営業利益においては

75,290千円の増加を見込んでおりま

す。 

────── ────── 

──────  （子会社の株主割り当てによる増資

の引き受け） 

 当社は、100％子会社である株式会社

エレナの財務基盤の強化及び運転資金

の充実を図るため、平成19年12月14日

開催の取締役会において、同社に対す

る株主割当増資を決議し、平成19年12

月17日付けで実行いたしました。 

 増資引受の概要 

発行する新株式
数 

普通株式60,000株

新株の発行方法 株主割り当て 

新株の発行価額 １株につき 500円

新株の発行総額    30,000千円

発行価額中資本
に組み入れる額

   30,000千円

払込期日 平成19年12月17日

増資引受後の資
本金額 

   40,000千円 

────── 

      



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第127期） （自平成18年４月１日至平成19年３月31日） 平成19年６月28日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成18年12月14日

エコナック株式会社    

  取締役会 御中  

  藤井幸雄公認会計士事務所 

  公認会計士  藤井 幸雄  印 

  公認会計士土岐剛平事務所 

  公認会計士  土岐 剛平  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエコナック

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務諸

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準

拠して、エコナック株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

追記情報 

１．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期

間より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を

作成している。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日に不動産売買契約を締結し、引渡しを受けて

いる。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成19年12月14日

エコナック株式会社    

  取締役会 御中  

  フロンティア監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤井 幸雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 橋口 貢一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエコナック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、エコナック株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成18年12月14日

エコナック株式会社    

  取締役会 御中  

  藤井幸雄公認会計士事務所 

  公認会計士  藤井 幸雄  印 

  公認会計士土岐剛平事務所 

  公認会計士  土岐 剛平  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエコナック

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第127期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表に

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

エコナック株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成してい

る。 

２．「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成18年10月２日に不動産売買契約を締結し、引渡しを受けて

いる。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

    平成19年12月14日

エコナック株式会社    

  取締役会 御中  

  フロンティア監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤井 幸雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 橋口 貢一  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエコナック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第128期事業年度の中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、エコナック株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年12月14日に子会社である株式会社エレナに対する株主割当

増資を決議している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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